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九 州 電 力 株 式 会 社 



様式第１（第２条関係）

第１表

（単位　百万円）

発電費 送電費 変電費 配電費 販売費 合計

役 員 給 与 106 34 29 99 106 376

給 料 手 当 4,180 1,320 1,138 3,650 3,971 14,262

給 料手当振替額（貸方） △ 29 △ 9 △ 7 △ 25 △ 27 △ 100

退 職 給 与 金 2,275 564 476 2,080 2,314 7,711

厚 生 費 971 306 264 848 922 3,313

雑 給 139 44 39 129 138 490

消 耗 品 費 162 51 45 150 161 571

修 繕 費 305 279 211 663 744 2,204

補 償 費 13 7 - 1 - 22

賃 借 料 2,717 1,606 1,293 3,668 4,248 13,533

委 託 費 6,001 1,530 780 1,879 2,448 12,639

損 害 保 険 料 13 - - - - 13

普 及 開 発 関 係 費 905 72 36 117 61 1,193

養 成 費 400 18 15 60 66 562

研 究 費 3,079 137 81 96 179 3,573

諸 費 3,471 803 707 2,346 2,512 9,841

固 定 資 産 税 200 182 138 433 662 1,617

雑 税 383 13 29 5 247 679

減 価 償 却 費 1,478 1,325 1,006 3,149 7,470 14,430

固 定 資 産 除 却 費 136 124 94 295 331 981

建設分担関連費振替額（貸方） △ 102 △ 91 △ 31 △ 86 △ 1 △ 314

附帯事業営業費用分担関連費振替額(貸方） △ 287 △ 23 △ 11 △ 37 △ 19 △ 378

合 計 26,523 8,298 6,337 19,526 26,539 87,226

部門共通費用帰属明細表

平成25年 4月 1日から

平成26年 3月31日まで



第２表

１　社内取引収益及び費用明細表
（単位　百万円）

項　　　　　　　　　　目 金額 項　　　　　　　　　　目 金額

託送収益等取引費用 39,307 基準託送供給料金相当額等取引収益 478,815

アンシラリーサービス取引費用 9,622 接続検討料相当額取引収益 2

振替損失調整額取引費用 △ 292 変更賦課金相当額取引収益 -

過去の使用済燃料に係る費用等に
相当する取引費用

7,601

合　　　　　　　　　　計 56,239 合　　　　　　　　　　計 478,817

社　内　取　引　明　細　表
平成25年 4月 1日から
平成26年 3月31日まで

費　　　　用　　　　の　　　部 収　　　　益　　　　の　　　　部



２　項目別明細表

（１）基準託送供給料金相当額等取引収益 （単位　百万円）

種　類　及　び　名　称 金　　　　　　　　額

標準接続送電サービス料金相当額取引収益 364,044

時間帯別接続送電サービス料金相当額取引収益 77,775

臨時接続送電サービス料金相当額取引収益 73

予備送電サービス料金相当額取引収益 1,499

夜間最大電力発生時の割引相当額取引収益 △ 3,686

変動範囲内発電相当額取引収益 38,834

変動範囲外発電相当額取引収益 -

地帯間購入電源費取引収益 -

他社購入電源費取引収益 271

合　　　　　　　　　　　計 478,815

（２）接続検討料相当額取引収益 （単位　百万円）

種　類　及　び　名　称 金　　　　　　　　額

接続検討料相当額取引収益 2

（３）変更賦課金相当額取引収益 （単位　百万円）

種　類　及　び　名　称 金　　　　　　　　額

変更賦課金相当額取引収益 -

（４）託送収益等取引費用 （単位　百万円）

種　類　及　び　名　称 金　　　　　　　　額

負荷変動対応電力取引費用 39,167

地帯間販売電源料取引費用 1

他社販売電源料取引費用 193

近接性評価割引額取引費用 △ 54

合　　　　　　　　　　　計 39,307

（５）アンシラリーサービス取引費用 （単位　百万円）

種　類　及　び　名　称 金　　　　　　　　額

接続供給託送収益対応分 80

基準託送供給料金相当額対応分 9,541

合　　　　　　　　　　　計 9,622

（６）振替損失調整額取引費用 （単位　百万円）

種　類　及　び　名　称 金　　　　　　　　額

振替損失調整額取引費用 △ 292

（７）過去の使用済燃料に係る費用等に相当する取引費用 （単位　百万円）

種　類　及　び　名　称 金　　　　　　　　額

接続供給託送収益対応分 62

基準託送供給料金相当額対応分 7,539

合　　　　　　　　　　　計 7,601



第３表

（単位　百万円）

送電費 変電費 配電費
ネットワーク
給電費用

需要家費用 その他の費用 合計

役 員 給 与 34 29 84 14 39 202

給 料 手 当 5,573 4,780 19,103 3,098 8,611 41,167

給 料 手 当 振 替 額 （ 貸 方 ） △ 153 △ 56 △ 185 △ 4 △ 40 △ 440

退 職 給 与 金 564 476 1,771 312 841 3,966

厚 生 費 1,304 1,124 4,001 685 1,865 8,981

委 託 検 針 費 - - - - 6,430 6,430

委 託 集 金 費 - - - - 2,760 2,760

雑 給 63 56 131 39 89 380

消 耗 品 費 122 124 413 95 235 990

修 繕 費 8,171 3,421 20,947 110 16,217 48,867

補 償 費 586 5 151 - - 744

賃 借 料 3,139 1,520 13,797 893 1,320 20,671

託 送 料 5,313 - - - - 5,313

事 業 者 間 精 算 費 856 - - - - 856

委 託 費 7,258 4,239 5,783 1,637 6,759 25,678

損 害 保 険 料 - - 2 - - 2

普 及 開 発 関 係 費 72 36 99 - 17 226

養 成 費 18 15 51 20 19 126

研 究 費 137 81 81 30 53 384

諸 費 1,114 761 3,281 732 1,820 7,711

固 定 資 産 税 6,575 3,248 9,403 241 258 19,728

雑 税 48 107 17 123 213 511

減 価 償 却 費 38,964 20,673 26,853 4,330 1,225 92,047

固 定 資 産 除 却 費 3,362 1,427 2,879 49 120 7,839

共 有 設 備 費 等 分 担 額 - - - - - -

共 有 設 備 費 等 分 担 額 ( 貸 方 ) - - - - - -

地帯間購入電源費（送配電部門が購入した電
気 の 料 金 に 限 る 。 ）

- -

地 帯 間 購 入 送 電 費
（ 電 源 線 に 係 る 費 用 を 除 く 。 ）

174 174

他社購入電源費(託送供給に伴い購入した電気
の 料 金 に 限 る 。 ）

271 271

他 社 購 入 送 電 費
（ 電 源 線 に 係 る 費 用 を 除 く 。 ）

545 545

建 設 分 担 関 連 費 振 替 額 （ 貸 方 ） △ 91 △ 31 △ 86 - - △ 210

附 帯 事 業 営 業 費 用 分 担 関 連 費 振 替 額 ( 貸 方 ） △ 23 △ 11 △ 37 △ 2 △ 4 △ 78

電 源 開 発 促 進 税 32,088 32,088

事 業 税 5,165 5,165

開 発 費 - -

開 発 費 償 却 - -

電 力 費 振 替 勘 定 ( 貸 方 ） △ 23 △ 23

社 内 取 引 費 用 56,239 56,239

合　　　　　計 83,015 42,031 108,547 12,409 48,857 94,462 389,323

設　備　別　費　用　明　細　表
平成25年 4月 1日から
平成26年 3月31日まで



第４表

(単位　百万円）

金　額 金　額

営業費用 389,323 営業収益 492,894

送電費 83,015 地帯間販売電源料 1

変電費 42,031 地帯間販売送電料 -

配電費 108,547 他社販売電源料 200

地帯間購入電源費 - 他社販売送電料 1,448

地帯間購入送電費 174 託送収益 3,736

他社購入電源費 271 接続供給託送収益 3,613

他社購入送電費 545 （変動範囲内発電収益） 286

ネットワーク給電費用 12,409 （変動範囲外発電収益） 128

需要家費用 48,857 その他託送収益 123

電源開発促進税 32,088 事業者間精算収益 4,201

事業税 5,165 電気事業雑収益 3,764

開発費 - 遅収加算料金 724

開発費償却 - 社内取引収益 478,817

電力費振替勘定（貸方） △ 23 （変動範囲内発電相当額取引収益） 38,834

社内取引費用 56,239 （変動範囲外発電相当額取引収益） -

（負荷変動対応電力取引費用） 39,167

営業利益 103,570

営業外費用 26,423 営業外収益 6,473

財務費用 24,576 財務収益 5,456

（株式交付費） - （預金利息） 17

（株式交付費償却） -

（社債発行費） 338

（社債発行費償却） -

事業外費用 1,846 事業外収益 1,017

特別損失 - 特別利益 26,363

税引前送配電部門当期純利益 109,985

法人税等 36,515

送配電部門当期純利益 73,470

項　　　　　目項　　　　　目

費　用　の　部

送　配　電　部　門　収　支　計　算　書

平成25年 4月 1日から

平成26年 3月31日まで

収　益　の　部



第５表

固 定 資 産 明 細 表

平成25年 4月 1日から

平成26年 3月31日まで

（１）電気事業固定資産及び固定資産仮勘定

期首残高 期中増減額 期末残高

帳簿原価 工事費 減価償却 帳簿価額 帳簿原価 工事費負担 減価償却累 帳簿原価 工事費 減価償却 帳簿価額
負担金等 累計額 増減額 金等増減額 計額増減額 負担金等 累計額

1,770,440 46,034 1,049,363 675,042 （ 675,012 ） 9,029 △ 215 37,567 1,779,470 45,818 1,086,931 646,720 （ 646,689 ）

土地 70,541 6,801 - 63,740 （ 63,737 ） 211 △ 6 - 70,753 6,794 - 63,958 （ 63,955 ）

建物 1,711 2 1,252 455 （ 455 ） △ 18 - 15 1,692 2 1,267 421 （ 421 ）

構築物 1,473,429 37,684 962,166 473,578 （ 473,551 ） 7,212 △ 207 29,107 1,480,642 37,477 991,273 451,891 （ 451,863 ）

機械装置 49,611 971 32,968 15,671 （ 15,671 ） 582 △ 3 1,545 50,194 968 34,514 14,711 （ 14,711 ）

備品 1,141 - 1,029 112 （ 112 ） 13 - 15 1,155 - 1,044 110 （ 110 ）

リース資産 338 - 112 225 （ 225 ） - - 48 338 - 161 177 （ 177 ）

資産除去債
務相当資産

- - - - （ - ） - - - - - - - （ - ）

無形固定資産 173,666 574 51,834 121,257 （ 121,257 ） 1,027 1 6,834 174,693 575 58,669 115,448 （ 115,448 ）

993,211 28,075 732,574 232,561 （ 232,560 ） 1,840 △ 57 14,194 995,052 28,018 746,769 220,264 （ 220,264 ）

土地 54,692 9,692 - 44,999 （ 44,999 ） 39 △ 2 - 54,731 9,690 - 45,041 （ 45,041 ）

建物 72,947 2,446 52,686 17,814 （ 17,814 ） 305 155 1,157 73,252 2,601 53,844 16,806 （ 16,806 ）

構築物 - - - - （ - ） - - - - - - - （ - ）

機械装置 862,362 15,936 677,469 168,955 （ 168,955 ） 1,521 △ 210 12,988 863,883 15,725 690,457 157,700 （ 157,700 ）

備品 2,681 - 2,338 342 （ 342 ） △ 25 - 48 2,655 - 2,386 268 （ 268 ）

リース資産 - - - - （ - ） - - - - - - - （ - ）

資産除去債
務相当資産

- - - - （ - ） - - - - - - - （ - ）

無形固定資産 528 - 80 448 （ 448 ） - - - 528 - 80 448 （ 448 ）

1,412,138 18,992 765,633 627,512 （ 624,694 ） 15,902 3,835 13,904 1,428,041 22,828 779,537 625,675 （ 622,799 ）

土地 208 - - 208 （ 208 ） - - - 208 - - 208 （ 208 ）

建物 72 - 58 14 （ 14 ） - - - 72 - 59 13 （ 13 ）

構築物 1,072,579 16,470 582,672 473,436 （ 470,617 ） 11,024 2,607 12,745 1,083,603 19,078 595,417 469,108 （ 466,231 ）

機械装置 321,874 2,505 167,502 151,866 （ 151,866 ） 5,600 1,228 1,517 327,474 3,734 169,020 154,720 （ 154,720 ）

備品 12,466 2 11,678 785 （ 785 ） △ 810 - △ 492 11,656 2 11,185 468 （ 468 ）

リース資産 - - - - （ - ） - - - - - - - （ - ）

資産除去債
務相当資産

- - - - （ - ） - - - - - - - （ - ）

無形固定資産 4,937 13 3,722 1,202 （ 1,202 ） 88 - 132 5,025 13 3,855 1,157 （ 1,157 ）

建設仮勘定 68,100 90 - 68,009 （ 67,975 ） 22,408 - - 90,508 90 - 90,418 （ 90,379 ）

送電設備 53,682 - - 53,682 （ 53,680 ） 17,489 - - 71,171 - - 71,171 （ 71,168 ）

変電設備 7,365 90 - 7,275 （ 7,275 ） 4,393 - - 11,758 90 - 11,668 （ 11,668 ）

配電設備 7,052 - - 7,052 （ 7,020 ） 525 - - 7,577 - - 7,577 （ 7,542 ）

合計 4,243,890 93,192 2,547,572 1,603,126 （ 1,600,243 ） 49,181 3,562 65,666 4,293,072 96,755 2,613,238 1,583,078 （ 1,580,132 ）

（注）

１　帳簿価額欄の（　）内には、送配電部門の固定資産を内数として記載。

２　固定資産明細表の作成に関する会計方針

　　固定資産の減価償却の方法　　

　　　有形固定資産は定率法によっている。

３  主要件名別帳簿原価期中増減明細

 （単位　百万円）

区　分

配電設備

変電設備

送電設備

（単位　百万円）

区 分 増減区分 件　　名 期中増減額 区 分 増減区分 件　　名 期中増減額

東福岡住吉線一部ケーブル張替工事（Ⅰ期） 1,397 対馬への蓄電池設備設置工事 653

三菱重工幸町分岐線一部変更工事 872 種子島への蓄電池設備設置工事 602

上津役幹線一部変更工事（田代地区） 864 奄美大島への蓄電池設備設置工事 495

東福岡住吉線一部ケーブル張替（Ⅱ期）に伴う除却工事 621 佐賀支店総合制御所計算機取替に伴う除却工事 989

福陵分岐線他ケーブル張替に伴う除却工事 541 長崎支店総合制御所計算機取替に伴う除却工事 814

唐津発電所廃止に伴う唐津火力支線１号線の事業外固定資産への振替 364 佐世保変電所遠方監視制御装置取替に伴う除却工事 440

送電設備

増加

変電設備

増加

減少 減少

（２）電源線資産（再掲） （単位 百万円）

期首残高 期中増減額 期末残高

帳簿原価 工事費 減価償却 帳簿価額 帳簿原価 工事費負担 減価償却累 帳簿原価 工事費 減価償却 帳簿価額
負担金等 累計額 増減額 金等増減額 計額増減額 負担金等 累計額

208,372 3,621 146,267 58,483 △ 142 - 3,642 208,229 3,621 149,909 54,699

- - - - - - - - - - -

38 - 21 17 1 - - 40 - 22 17

建設仮勘定 4,651 - - 4,651 1,368 - - 6,019 - - 6,019

送電設備 4,650 - - 4,650 1,368 - - 6,019 - - 6,019

変電設備 - - - - - - - - - - -

配電設備 - - - - - - - - - - -

合計 213,062 3,621 146,288 63,152 1,227 - 3,643 214,289 3,621 149,931 60,736

区　分

送電設備

変電設備

配電設備



第６表

（１）電気事業固定資産及び固定資産仮勘定

（単位　百万円）

期首残高 期末残高

業務設備 送電費対応分 14,567 13,925 業務用建物床面積比

変電費対応分 11,261 10,379 業務用建物床面積比

配電費対応分 34,143 32,479 業務用建物床面積比，建設費比

ネットワーク給電費用対応分 19,891 16,927 業務用建物床面積比

需要家費用対応分 9,500 8,773 業務用建物床面積比，建設費比

建設仮勘定 21,183 22,027

業務設備 送電費対応分 3,453 3,718 業務設備（固定資産）配分比

変電費対応分 2,669 2,771 業務設備（固定資産）配分比

配電費対応分 8,093 8,673 業務設備（固定資産）配分比

ネットワーク給電費用対応分 4,715 4,520 業務設備（固定資産）配分比

需要家費用対応分 2,252 2,342 業務設備（固定資産）配分比

110,548 104,513

平成26年 3月31日まで

共用固定資産帰属明細表

合　　　　　　　　　　　　　　　計

摘　　　　　　　　要
帳　簿　価　額

帰　　属　　基　　準

平成25年 4月 1日から

（２）業務設備に係る固定資産明細表

（単位　 百万円）

期首残高 期中増減額 期末残高

帳簿原価 工事費 減価償却 帳簿価額 帳簿原価 工事費負担 減価償却累 帳簿原価 工事費 減価償却 帳簿価額
負担金等 累計額 増減額 金等増減額 計額増減額 負担金等 累計額

399,938 14,876 254,175 130,886 △ 8,103 △ 411 1,942 391,835 14,464 256,118 121,252

建設仮勘定 31,826 - - 31,826 620 - - 32,446 - - 32,446

業務設備 31,826 - - 31,826 620 - - 32,446 - - 32,446

431,764 14,876 254,175 162,712 △ 7,483 △ 411 1,942 424,281 14,464 256,118 153,698合　計

平成25年 4月 1日から

平成26年 3月31日まで

区　分

業務設備



第７表

（単位　百万円）

金　　額

73,470

47,303

－ 

24,238

5,438

△828 

26,363

△10,281 

料金収入比乖離額（⑧） △183 

費用比乖離額（⑨） 98

変動範囲外発電料金取引損益（⑩） 81

振替供給に伴う補給電力料金取引損益（⑪） 6

法人税補正額（⑫） 10,284

29,712

27,947

超過利潤計算書
平成25年 4月 1日から
平成26年 3月31日まで

うち想定原価と実績費用との乖離額

項　　目

当期超過利潤額（⑭＝①－②－③＋④－⑤－⑥－⑦－⑬）

その他の調整額（⑬＝⑧＋⑨＋⑩＋⑪－⑫）

送配電部門の特別損益（⑦）

送配電部門の事業外損益（⑥）

送配電部門の財務収益（預金利息を除く。）（⑤）

送配電部門の財務費用（株式交付費、株式交付費償却、社債発行費及
び社債発行費償却を除く。）（④）

送配電部門当期純利益（①）

追加事業報酬額（③）

送配電部門の事業報酬額（②）



第８表

（単位　百万円）

項　　目 金　　額 備　　考

（うち前期乖離額累積額）（⑦） (－)

当期超過利潤額（②） 25,259

（うち想定原価と実績費用との乖離額）（⑧） (26,682)

還元額（③） －

当期超過利潤累積額

（④＝①＋②－③）

（うち当期乖離額累積額）（⑨＝⑦＋⑧） (26,682)

一定水準額（⑤） 47,437
平均帳簿価額
：1,635,774百万円
事業報酬率：2.9％

一定水準超過額（⑥＝④－⑤） －

超　過　利　潤　累　積　額　管　理　表

平成25年 4月 1日から

平成26年 3月31日まで

25,259

－前期超過利潤累積額（①）



第９表

（単位　百万円）

名　　称 区間又は場所 当期投資額 投資累積額

北九州幹線 脊振（変）～北九州（変）

脊振鳥栖線 脊振（変）～鳥栖（変）

鳥栖JR新鳥栖線 鳥栖（変）～JR新鳥栖（変）

JR新玉東分岐線 北熊本分岐線#28～JR新玉東（変）

日向幹線 東九州（変）～ひむか（変）

東福岡新幹線 東福岡新幹線#60～北九州（変）

一ツ瀬幹線
ひむか（変）π引込

一ツ瀬幹線#7、11～ひむか（変）

脊振伊都線 脊振（変）～伊都（変）

鹿児島幹線 南九州（変）～鹿児島（変）

弓削分岐線 熊本南熊本線#59～弓削（変）

 新鹿児島線川内原子力（発）π引込 新鹿児島線#9、12～川内原子力（発）

ひむか一ツ瀬線 ひむか一ツ瀬線No.19～一ツ瀬(発）

東京中部間直流連系設備関連（東京電力分）
　①東京中部間直流幹線（仮称）
　②新信濃交直変換設備（仮称）
　③その他関連工事

①新信濃（変）交直変換設備（仮称）～
　中部電力東京中部間連系変換所（仮称）
②長野県東筑摩郡朝日村

東京中部間直流連系設備関連（中部電力分）
　①東京中部間連系変換所分岐線（仮称）
　②東京中部間連系変換所（仮称）
　③その他関連工事

①越美幹線～東京中部間連系変換所（仮称）
②岐阜県高山市

脊振（変） 福岡県福岡市早良区

緑川（変） 熊本県熊本市

弓削（変） 熊本県熊本市

ひむか（変） 宮崎県児湯郡木城町

東佐世保（変） 長崎県佐世保市

伊都（変） 福岡県糸島市

鹿児島（変） 鹿児島県鹿児島市

大分（変） 大分県大分市

東九州（変） 大分県臼杵市

18,417 73,391

特　定　設　備　投　資　額　明　細　表

平成25年 4月 1日から

（注）１．名称および区間又は場所については、第三者情報の保護（顧客情報「特定需要家名」）の観点から、一部非開示としている。

（注）２．件名ごとの当期投資額および投資累積額については、今後の資材契約交渉を行うにあたり工事費低減の支障となる恐れがある
　　　　　ことから、非開示としている。

平成26年 3月31日まで

合　　　計



第10表

（単位　百万円）

項　　目 金　　額 備　　考

前期内部留保相当額（①） △ 64,477

当期超過利潤額（②） 29,712

還元額（③） －

変動範囲外発電料金取引損益（④） 81

振替供給に伴う補給電力料金取引損益（⑤） 6

当期特定設備投資額（⑥） 18,417

当期内部留保相当額（⑦＝①＋②－③＋④＋⑤－⑥） △ 53,094 還元義務額残高：－

内　部　留　保　相　当　額　管　理　表

平成25年 4月 1日から

平成26年 3月31日まで


